
○美唄市産業振興条例施行規則

(趣旨)

第 1 条 この規則は、美唄市産業振興条例(平成 16 年条例第 17 号。以下

「条例」という。)の施行について必要な事項を定めるものとする。

(新設、増設、改築及び修繕の範囲)

第 2 条 工場等の新設とは、市内に工場等を有しない者が、新たに工場等

を設置する場合又は市内に工場等を有する者が、既存工場等以外の場所に

新たに工場等を設置する場合をいう。

2 工場等の増設とは、市内に工場等を有する者が、既存工場等の製造能力

の増加を図るため、同一敷地内又は隣接する土地に工場等を設置、取得又

は製作若しくは建設(建物等には、増築、改築、修繕又は模様替えのため

の工事による取得又は建設を含むものとする。ただし、資本金の額が 5,0

00 万円を超える法人は、新設又は増設に限る。)する場合をいう。

3 工場等の改築とは、市内に工場等を有する者が、建築物の全部又は一部

を除却した場合又は災害等により失った場合、当該建築物の全部又は一部

を既存のものとおおむね同じ用途、構造及び規模のものに建て替える場合

をいう。

4 工場等の修繕とは、次の各号のいずれかに該当する場合をいう。

(1) 市内に工場を有する者が、経年劣化した建物の一部を既存のものと

おおむね同じ材料、形状及び寸法のものを用いて原状回復を図る場合

(2) 市内に工場を有する者が、建築物の経年劣化した付属設備等を交換

又は導入する場合

(3) 市内に工場を有する者が、建築物の構造、規模及び機能の同一性を

損なわない範囲で改造する場合

5 建築物の模様替えのための工事とは、建築物の経年劣化により、性能や

品質が劣化した一部を既存のものとおおむね同じ形状及び寸法であり既存

のものと異なる材料、仕様等に取替える場合をいう

6 鉱業所の新設とは、市内に新たに鉱業所を設置し、又は市内に鉱業所を

有する者が、既存の鉱区を異にして新たに鉱業所を設置する場合をいう。

(平成 16 年 3 月 25 日規則第 13 号)

改正 平成 18 年 4 月 27 日規則第 25 号 平成 28 年 9 月 27 日規則第 28 号

令和 3 年 12 月 20 日規則第 22 号



7 宿泊施設の新設とは、市内に宿泊施設を有しない者が、新たに宿泊施設

を設置する場合又は市内に宿泊施設を有する者が、既存宿泊施設以外の場

所に新たに宿泊施設を設置する場合をいう。

8 宿泊施設の増設とは、市内に宿泊施設を有する者が、既存宿泊施設の客

室の増加を図るため、同一敷地内又は隣接する土地に宿泊施設を設置、取

得又は製作若しくは建設(建物等には、増築、改築、修繕又は模様替えの

ための工事による取得又は建設を含むものとする。ただし、資本金の額が

5,000 万円を超える法人は、新設又は増設に限る。)する場合をいう。

9 観光施設の新設とは、市内に観光施設を有しない者が、新たに観光施設

を設置する場合又は市内に観光施設を有する者が、既存観光施設以外の場

所に新たに観光施設を設置する場合をいう。

10 観光施設の増設とは、市内に観光施設を有する者が、既存観光施設の

観光入り込み客の増加を図るため、同一敷地内又は隣接する土地に観光施

設を設置、取得又は製作若しくは建設(建物等には、増築、改築、修繕又

は模様替えのための工事による取得又は建設を含むものとする。ただし、

資本金の額が 5,000 万円を超える法人は、新設又は増設に限る。)する場

合をいう。

(試験又は研究の範囲)

第 3 条 条例第 2 条第 1 号ウに規定する試験又は研究の範囲は、次に掲げ

るものとする。

(1) 新エネルギー

(2) 省エネルギー

(3) リサイクル

(4) バイオテクノロジー

(5) 自然科学

(6) 情報処理

(7) 福祉工学

(8) 特産品開発

(9) 前各号に定めるもののほか、その事業が当該各号に掲げる産業に類

するもので市長が特に認めたもの

(リサイクル設備の範囲)

第 4 条 条例第 2 条第 5 号に規定するリサイクル設備とは、製造過程にお

いて出る廃棄物の再原料化又は加工による別製品化するものをいう。



(新エネルギー装置導入の範囲)

第 5 条 条例第 2 条第 6 号に規定する新エネルギー装置とは、新エネルギ

ーの利用により工場内の照明及び動力へのエネルギー供給のための発電又

は冷暖房を行う装置をいう。

(投資額となる資産の範囲)

第 6 条 条例第 2 条第 7 号に規定する投資額となる資産の範囲は、次に掲

げるものとする。ただし、賃貸借又は使用貸借によるものは除く。

(1) 建物及びその附属設備(暖冷房設備、照明設備、通風設備、昇降

機、その他建物に附属する設備をいう。)ただし、販売のための事務所

及び福利厚生のための売店、理容所、会館、寄宿舎等の建物を除く。

(2) 構築物(ドック、橋、岸壁、さん橋、軌道、貯水池、坑道、煙突そ

の他土地に定着する土木設備又は工作物をいう。)

(3) 機械及び装置

(4) 船舶

(5) 航空機

(6) 車両及び運搬具。ただし、乗用自動車を除く。

(7) 工具、器具及び備品。ただし、事務用備品を除く。

(雇用者の範囲等)

第 7 条 条例第 2 条第 9 号に規定する雇用者は、次に掲げるいずれにも該

当する者をいう。

(1) 工場等又は宿泊施設若しくは観光施設の新設、増設、取得又は製作

若しくは建設(建物等には、増築、改築、修繕又は模様替えのための工

事による取得又は建設を含むものとする。ただし、資本金の額が 5,000

万円を超える法人は、新設又は増設に限る。)又は用地の取得若しくは

リサイクル設備又は新エネルギー装置の導入若しくは鉱業所の新設(以

下「新設等」と総称する。)に伴いこれらの操業等に直接従事する者又

は操業に関する生産管理若しくは資材管理棟の業務に従事する者として

新たに雇用される者。ただし、営業及び販売に従事する者は除く。

(2) 労働基準法(昭和 22 年法律第 49 号)第 107 条の規定による労働者名

簿に記載される者。ただし、市内の同一企業での配置換えの者(技術習

得のための操業前に訓練を受けている者を除く。)及び代表権を持つ会

社役員を除く。

(3) 市内に居住している者



(4) 雇用保険に加入している者

(5) 年間の給与所得が 130 万円以上見込まれる者

2 条例第 2 条第 9 号に規定する常時雇用される者についての雇用期間は、

雇用されてから 1 年以内に退職者があった場合、引き続きその後任者を採

用した場合にあっては、両者の雇用期間を合算する。

(数次にわたる新設等)

第 8 条 一つの計画に属する新設等が 3 年を限度として数次にわたって行

われる場合にあっては、当該計画の完成が確実と認められる場合に限り、

条例第 4 条又は第 5 条を適用する。

2 前項の規定による措置は、当該年度に施行された部分についてのみ助成

又は課税の免除等を行うものとする。

(指定の申請等)

第 9 条 条例第 3 条第 2 項の規定による指定の申請は、新設等の工事に着

手する日の前日までに、指定申請書(別記様式第 1 号)を提出しなければ

ならない。

2 市長は、前項の指定申請書に基づき条例第 4 条第 1 項に定める区分に応

じた要件を満たすときは、指定事業者登録台帳に登載するとともに、当該

事業者(以下「指定事業者」という。)に対し指定事業の指定をするものと

する。

(事業計画の変更)

第 10 条 指定事業者は、当該新設等に係る計画を変更しようとするとき

は、あらかじめ事業計画変更承認申請書(別記様式第 2 号)を提出して市

長の承認を受けなければならない。

(工事の着手及び完成の届出)

第 11 条 当該新設等の工事に着手したときは工事着手届(別記様式第 3 号)

を、その工事が完成したときは工事完成届(別記様式第 4 号)をそれぞれ 1

0 日以内に市長に提出しなければならない。

2 指定前に工事に着手又は完成の事実があるときは、前項に準じ指定の日

から 10 日以内に市長に提出しなければならない。

(操業等の開始の届出)

第 12 条 指定事業者は、当該新設等に係る操業又は事業(以下「操業」と

いう。)を開始したときは、その日から 10 日以内に操業(事業)開始届(別

記様式第 5 号)を市長に提出しなければならない。



(補助金の交付及び課税の免除等の申請)

第 13 条 条例第 6 条の規定による補助金の交付の申請は、当該新設等に係

る操業を開始した日(雇用者に対する助成にあっては、当該新設等の操業

を開始した日から 1 年を経過した日)以後に補助金交付申請書(投資関係)

(別記様式第 6 号)、補助金交付申請書(雇用関係)(別記様式第 7 号)、補

助金交付申請書(工業用水)(別記様式第 8 号)を提出しなければならな

い。

2 条例第 6 条の規定による課税の免除等の申請は、当該課税の免除等を受

けようとする年の 4 月 20 日までに課税免除(減免)申請書(別記様式第 9

号)を提出しなければならない。

(補助金の交付)

第 14 条 条例第 4 条第 2 項の規定による補助金の交付は、次により行うも

のとする。

(1) 投資額に対する補助金 当該新設等をした日の属する年度又はその

次の年度

(2) 工場等用地取得に対する補助金 当該新設等に係る操業を開始した

日の属する年度又はその次の年度

(3) 雇用者に対する補助金 当該新設等に係る操業等を開始した日から

1 年を経過した日の属する年度又はその次の年度

(4) 工業用水道使用料に対する補助金 当該工場等の工業用水の使用を

開始した月から原則として四半期ごと

(承継の届出)

第 15 条 条例第 7 条の規定による届出は、同条の規定する承継の事実が生

じた後、速やかに指定事業承継届(別記様式第 10 号)により行わなければ

ならない。

(操業等の状況の報告)

第 16 条 指定事業者は、当該新設等による操業等を開始した日の属する年

以降の 3 年の間の各年(法人にあっては、当該新設による操業を開始した

日の属する事業年度の初日から 3 年に満つる日までの間の各事業年度)の

操業等の状況をそれぞれ当該決算終了後 2 月以内に、操業(事業)状況報

告書(別記様式第 11 号)を市長に提出しなければならない。

(操業等の休止・廃止・変更の届出)



第 17 条 指定事業者は、当該新設等による操業等の開始後 10 年内に当該

操業等を休止又は廃止したときは、その理由及び休止又は廃止の日を当該

操業等を著しく変更したときは、その理由及び内容をそれぞれ当該事実が

生じた日から 10 日以内に操業(事業)休止・廃止・変更届(別記様式第 12

号)を市長に提出しなければならない。

(理由の提示)

第 18 条 市長は、条例第 8 条の規定により助成を取り消し、又は既に交付

した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずるときは、当該指定業者に対

してその理由を示さなければならない。

(補則)

第 19 条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め

る。

附 則

(施行期日)

1 この規則は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。

2 次に掲げる規則は、廃止する。

(1) 美唄市工鉱業進行促進条例施行規則(昭和 38 年規則第 13 号)

(2) 美唄市企業立地促進条例施行規則(昭和 60 年規則第 14 号)

(経過措置)

3 この規則施行の際現に廃止前の美唄市企業立地促進条例施行規則及び美

唄市工鉱業振興促進条例施行規則の規定により指定を受けている者の当該

指定に係る助成及び課税の免除等の措置については、なお従前の例によ

る。

附 則(平成 18 年 4 月 27 日規則第 25 号)

この規則は、平成 18 年 5 月 1 日から施行する。

附 則(平成 28 年 9 月 27 日規則第 28 号)

(施行期日)

1 この規則は、平成 28 年 10 月 1 日から施行する。

(経過措置)



2 この規則の施行の際、現に改正前の美唄市産業振興条例施行規則の規定

により指定を受けている者の当該指定に係る助成及び課税の免除等の措置

については、なお従前の例による。

附 則(令和 3 年 12 月 20 日規則第 22 号)

この規則は、令和 3 年 12 月 20 日から施行する。

別記様式第 1 号(第 9 条関係)

指定申請書

[別紙参照]

その 2 鉱業所の新設又は工場等の新・増設計画書

[別紙参照]

別記様式第 2 号(第 10 条関係)

事業計画変更承認申請書

[別紙参照]

その 2

[別紙参照]

別記様式第 3 号(第 11 条関係)

工事着手届

[別紙参照]

別記様式第 4 号(第 11 条関係)

工事完成届

[別紙参照]

その 2

[別紙参照]

別記様式第 5 号(第 12 条関係)

操業(事業)開始届



[別紙参照]

その 2 新規雇用者の内訳

[別紙参照]

別記様式第 6 号(第 13 条関係)

補助金交付申請書(投資関係)

[別紙参照]

その 2

[別紙参照]

別記様式第 7 号(第 13 条関係)

補助金交付申請書(雇用関係)

[別紙参照]

その 2 新規雇用者の状況

[別紙参照]

別記様式第 8 号(第 13 条関係)

補助金交付申請書(工業用水)

[別紙参照]

別記様式第 9 号(第 13 条関係)

課税免除(減免)申請書

[別紙参照]

別記様式第 10 号(第 15 条関係)

指定事業承継届

[別紙参照]

別記様式第 11 号(第 16 条関係)

操業(事業)状況報告書

[別紙参照]



別記様式第 12 号(第 17 条関係)

操業(事業)休止・廃止・変更届

[別紙参照]


